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 1 

第２期以降のＳＤＧｓ未来都市計画策定について 2 

 3 

令和５年１月16日 4 

自治体ＳＤＧｓ推進評価・調査検討会 5 

 6 

第61回自治体ＳＤＧｓ推進評価・調査検討会（令和４年12月５日オンライン開催）におい7 

て、第２期以降のＳＤＧｓ未来都市計画の策定については、各ＳＤＧｓ未来都市の判断に委ね8 

ることを確認した。 9 

一方、ＳＤＧｓは2030年に向けた目標であるため、内閣府はＳＤＧｓ未来都市の成果等につ10 

いて把握することが求められることから、第２期以降、未来都市計画を策定せず、独自に計11 

画等を策定する未来都市の活動及び成果等については、以下のとおり把握するものとする。 12 

 13 

１．状況把握の方法  14 

・第２期以降、未来都市計画を策定せず、独自に計画等を策定するＳＤＧｓ未来都市は、計15 

画終了年度に「2030年までの地方創生ＳＤＧｓに関する取組の計画等」の提出を求める。 16 

・上記資料の提出後は、経過報告（基本的に３年ごと）及び2030年度終了時の結果報告を求17 

める。 18 

 19 

２．ＳＤＧｓ未来都市計画の総括 20 

・ＳＤＧｓ未来都市計画最終年度の進捗評価（進捗状況報告）の際に、総括の提出を求め21 

る。 22 

参考資料7 
令和5年1月16日第63回検討会決定 


